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厚生労働省 雇用環境・均等局 雇用機会均等課

女性の健康課題への取組（女性のキャリア形成の観点から）

資料１



２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

１ 事業の目的

母性健康管理等推進支援事業

令和６年度当初予算案 64百万円（55百万円）※（）内は前年度当初予算額

妊娠中又は出産後も働き続ける女性が増加している中、男女雇用機会均等法に基づく母性健康管理措置が事業所内で適切に実施されることが必要で
あり、母性健康管理措置について、事業主及び労働者に対して継続的な周知が必要である。
また、女性の活躍推進を図るためには、妊娠中又は出産後の女性労働者に限定することなく、女性全体が健康で働き続けられるよう支援が必要であ

り、生理等の女性労働者に特有の健康管理に係る諸問題についても、事業主や女性労働者等の理解を深めていくことが重要である。「女性活躍・男女
共同参画の重点方針2023」においても、働く女性の妊娠・出産等、女性特有のライフイベントに起因する望まない離職を防ぐ支援を求められている。

○企業や働く女性に対して、母性健康管理にとどまらず、検討委員会
で検討した新たな課題、例えば生理などに関する情報を提供する専
用サイトを運営する。
〈サイトの内容〉
・事業主や全国の女性関連施設等向けの研修用の教材・動画の配信
・母性健康管理、生理等に関するメール相談の実施
・事業所における具体的取組の好事例の掲載
・母性健康管理指導事項連絡カードの内容等に関する情報提供等

○企業向け、女性労働者向けの周知啓発資料を作成・配布する。
○人事労務担当者等及び女性労働者を対象に周知啓発を行い、社会的
機運を醸成する。 ※下線部が拡充内容

検討委員会の開催

○企業の人事労務担当者等を対象として、母性健康管理や生理など、
働く女性の健康管理、ストレス対処等に必要な知識を付与するた
めの研修会を開催する。
・年３回開催

働く女性の健康応援サイト等による周知啓発【拡充】

民間団体等

母性健康管理等に関する周知啓発及び専用サイトの運営（委託事業）

（参考）母性健康管理措置に関する法制度について

労働基準法（母性保護）
産前産後休業（労働基準法第65条第１項、第２項）
妊娠中の軽易業務への転換（労働基準法第65条第３項）
妊産婦等の危険有害業務への就業制限（労働基準法第64条の３）
生理休暇（労働基準法第68条）

男女雇用機会均等法（母性健康管理）
妊娠中の健康診査等の受診に必要な時間の確保（12条）
妊娠中又は産後１年以内における健康診査等に基づく指導事項を守
ることができるようにするための勤務時間の変更など必要な措置
（13条）

セミナー・研修会の開催

○女性労働者の妊娠・出産・生理等女性特有の健康管理に関する事
業所における必要な支援等の内容、情報提供や周知啓発の方法を
検討する。
・年３回開催

【事業実績】サイトへのアクセス件数：5,767,756件（令和４年度）
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働く女性の心とからだの応援サイト h t t p s : / / w ww . b o s e i - n a v i . m h l w . g o . j p /

◎ 企業や働く女性に対して、母性健康管理や女性の健康課題に関する情報を提供する専用サイト。

＜サイトの内容＞

・事業主や全国の女性関連施設等向けの研修用の教材、動画の配信

・母性健康管理、月経等に関するメール相談の実施

・事業所における具体的取組の好事例の掲載

・母性健康管理指導事項連絡カードの内容等に関する情報提供

等

妊娠出産・母性健康管理のページ
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生理休暇を利用しにくい要因として、

「男性上司に申請しにくい」が

61.8％、「利用している人が少ない

ので申請しにくい」が50.5％と高い

割合になっている。

→ 申請先が男性上司であることや、

利用している人が少ないこと、同僚

の目が気になること等により、申請

しづらい。

生理による不快な症状について、

「症状が強いが我慢している」と回答

した女性の割合は66.4％。

→ 生理による不快な症状が強い場合

であっても、休暇を取得して通院する

ことなく、我慢する傾向にある。

女性労働者のうち、令和２年度中に生

理休暇を請求した者の割合は0.9％。

→ 制度があるが、労働者は生理休暇

をほとんど利用していない。
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生理に対する女性の認識と生理休暇の利用状況

（資料出所）日経BP「20～40代働く女性1956人の生理の悩みと仕事と生活調査」（令和３年）、厚生労働省「雇用均等基本調査」（令和２年度）
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＜出席者＞

・医療法人社団プラタナス 女性のための統合ヘルスクリ

ニック イーク表参道副院長 高尾美穂氏

・日経BP総合研究所 メディカル・ヘルスラボ

主任研究員 米川瑞穂氏

・高木建設（株）常務取締役 髙木亜矢子氏

・（株）ツムラ コーポレート・コミュニケーション室

広報グループ課長代理 宮城英子氏

「働く女性と生理休暇に関するシンポジウム」

について

厚生労働省 Y o u Tu b e

https://youtube.com/live/KZArcvc2Jlg
視聴方法

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_34529.html
詳細

（配信） （詳細）

生理や生理のための休暇取得促進について

○ 令和５年９月28日に「働く女性と生理休暇に関するシンポジウム」を開催し、生理や生理休暇について周知。

リーフレット

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会の概要
（第 1回：令和６年２月 2 9日、第２回：令和６年３月 1 1日開催）

○ 令和元年に女性活躍推進法等改正法が成立し、一般事業主行動計画の策定義務拡大、情報公表の強化、パワーハラスメント防

止のための事業主の雇用管理上の措置義務等の新設等を講じてきた。改正法施行後において、

① 男女の賃金の差異の情報公表が開始されるという新しい動きがあったが、男女の賃金の差異は依然として大きく、女性管理

職の割合も国際的に見るとその水準は低い、

② ハラスメント関係の相談件数は高止まり傾向にあり、カスタマーハラスメントや就活セクハラなどが社会問題化している、

という課題がみられる。

○ これらの課題に加え、平成28年度より施行してきた女性活躍推進法は同法附則第2条第1項により令和7年度末で同法が失効す

るとされている。

○ こうした状況を踏まえ、雇用の分野における女性活躍推進等に関する現状や論点を整理し、その方向性について検討を行う。

趣旨

構成員

○佐藤 博樹 東京大学 名誉教授

田上 皓大 独立行政法人労働政策研修・研究機構 研究員

日原 雪恵 山形大学人文社会科学部 講師

古澤 真美 合同会社FMS 産業医・労働衛生コンサルタント

山川 隆一 明治大学法学部 教授

米川 瑞穂 日経BP 総合研究所 メディカル・ヘルスラボ

主任研究員

※○は座長、敬称略

検討事項

(1) 雇用の分野における女性活躍推進の方向性

(2) ハラスメントの現状と対応の方向性

(3) その他
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